
                                   
 

 
 

 

 

 

医療介護総合確保促進法に基づく 

令和５年度兵庫県計画 

 

 

 

 

 

 

令和６年１月 

兵庫県 

 



                                   
 

 
 

目 次 
 

 

１ 計画の基本的事項 １ 

（１）計画の基本的な考え方     ・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

（２）都道府県医療介護総合確保区域の設定     ・・・・・・・・ ５ 

（３）計画の目標の設定等     ・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

２ 事業の評価方法 １９ 

（１）関係者からの意見聴取の方法     ・・・・・・・・・・・・ １９ 

（２）事後評価の方法     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

３ 計画に基づき実施する事業 １９ 

（１）事業の内容等     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

  

 

 

  



                                   
 

1 
 

１ 計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

ア 社会情勢の変化 

急速な少子高齢化の進展、疾病構造の変化、在宅医療ニーズの増加等、医療や介護

を取り巻く状況が大きく変化している中、県民一人ひとりがいきいきと暮らし、健康

で充実した生涯を送れる「元気で安全安心な兵庫」の実現が課題となっている。 

 

(ｱ) 高齢化の現状及び将来推計 

①高齢者人口の推移 

全国的に少子高齢化が急速に進む中、令和７年(2025年)には、いわゆる「団塊

の世代」が全て75歳以上となる超高齢社会を迎える。 

兵庫県においても、65歳以上の高齢者人口は平成27年(2015年)から令和７年

(2025年)までの10年間で約13万２千人増加し、高齢化がさらに進行する。特に、

前期高齢者（65歳～74歳）人口が14万７千人減少する一方で、後期高齢者（75

歳以上）人口は約27万９千人増加する見込である。 

    

    

 
 

②地域社会・家族形態の変容 

郡部では、中山間地域を中心に、住民の高齢化等により、社会的共同生活が困難

な小規模集落が増加しつつある。また、都市部では、高度成長期に開発された大規

模住宅団地で、居住者の急速な高齢化が進むなど、オールド・ニュータウンの問題

が生じている。 

これらの地域では、通院、買い物等の際における高齢者の移動や家事など日常生

活を送るうえでの課題が大きくなっている。 

また、家族形態をみると、世帯主が75歳以上の高齢者夫婦世帯は、平成22年の

10万7千世帯から令和７年度には17万7千世帯に増加し、世帯総数に占める割合

では 4.8％から 7.7％に上昇し、いわゆる老老介護も増加すると見込まれる。さら

に、75 歳以上の高齢単独世帯は、平成 22 年の 13 万 4 千世帯から令和７年度には

22万5千世帯に増加すると見込まれる。 

 

H27
(2015年）

R2
(2020年)

R7
(2025年)

R12
(2030年)

R17
(2035年)

5,535千人 5,443千人 5,306千人 5,139千人 4,949千人

1,502 1,607千人 1,634千人 1,659千人 1,698千人

65～74歳 797 774千人 650千人 632千人 689千人

75歳以上 705 833千人 984千人 1,027千人 1,009千人

27.1% 29.5% 30.8% 32.3% 34.3%

12.7% 15.3% 18.5% 20.0% 20.4%

　※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（H30.3）

区分

総人口

高齢者人口

高齢化率

後期高齢化率

【兵庫県における高齢化の推移と将来推計】 
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     ③要介護認定者数の推移 

兵庫県における要介護認定者数は、平成29年9月末日現在で298,110人、要介護

認定率（第１号被保険者数に占める第１号被保険者要介護認定者数）は19.1％とな

っている。 

今後、要介護状態になるリスクが高い後期高齢者の割合が高くなることから、要

介護認定率は高くなっていくと見込まれる。 

    【第７期介護保険事業支援計画期間中の要介護認定者数の推移】 

区 分 H30年度 H31年度 R2年度 R7年度 

要介護認定者数 307,806人 316,318人 324,031人 362,021人 

第1号被保険者要

介護認定率 
19.6% 19.9% 20.3% 22.4% 

     ※市町介護保険事業計画における数値を集計（第１回見込量調査(H29.9末)） 

     

④認知症高齢者数の推移 

     兵庫県内では、平成 27 年時点で、認知症の人が約 23 万人（高齢者の約 15.7～

16.0％）、令和7年には、約30～33万人（高齢者の約19.0～20.6）になると見込ま

れる。 

 また、認知症の人のうち、何らかの介護・支援が必要な認知症高齢者数を推計す

ると、平成27年には15万人、令和7年には20万人になると見込まれる。 

 

(ｲ) 疾病構造の変化 

生活習慣の変化によって不適切な食習慣、運動不足などの健康リスクが増大して

いる中、がん、心疾患、脳血管疾患の三大生活習慣病で全死因の５割を超えている

状況にある。特にがんについては、これまでの増加傾向を踏まえれば、今後、人口

の高齢化とともに罹患者数及び死亡者数は増加していくと予想される。 

   【本県の三大生活習慣病の死因別死亡率（人口10万人対）の推移】 

 

(ｳ) 在宅医療・介護のニーズの増加 

生活習慣病の増加と同様に、高齢化に伴い慢性疾患を有する在宅の高齢者や介

護・支援が必要な認知症高齢者についても増加が見込まれる。介護と療養双方のニ

ーズが今後ますます高まることが見込まれ、在宅医療と介護に関わる多職種の連携

によるサービスの提供が求められている。 

なお、国の調査においても、60％以上の国民が終末期の療養場所として可能な限

り自宅での療養を望んでおり（厚生労働省「平成29年 人生の最終段階における医

H19
(2007年)

H24
(2012年)

H25
(2013年)

H26
(2014年)

H27
(2015年)

H28
(2016年)

H29
(2017年)

H30
(2018年)

H31
(2019年)

869.7 976.3 991.5 990.3 1015.2 1019.2 1044.6 1065.1 1079.1
悪性新生物 275.3 291.8 297.1 297.6 301.0 302.7 304.8 299.7 307.2
心疾患 136.7 149.5 152.2 149.0 150.3 153.1 158.9 162.6 161.6
脳血管疾患 84.3 86.0 86.0 80.8 84.1 80.0 83.9 83.0 78.1
その他 373.4 449.0 456.2 462.9 479.8 483.4 497.0 519.8 532.2

※厚生労働省「人口動態調査」

区　　分

　全死因
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療に関する意識調査」）、また、要介護状態になっても、自宅や子供・親族への介護

を希望する人が60％を超える（内閣府「平成29年 高齢者の健康に関する意識調査」）

など、在宅医療・介護のニーズは今後ますます高まることが予想される。 

 

イ 計画の方向性 

 

【医療における取組】 

このような中にあっても、県民一人一人が、医療が必要な状態となった場合には、症

状に応じた適切な治療を受け、また、介護が必要な状態となった場合には、住み慣れた

地域で安心して生活を営むための適切な支援を受けることができるよう、県下のどの地

域においても、急性期から、回復期、慢性期、在宅医療・介護に至るまで一連のサービ

スが切れ目なく提供できる環境の整備が必要である。 

急性期から介護に至る一連の医療介護提供体制の整備については、個々の地域の様々

な状況に応じて実施されることが求められる。これについては、平成28年10月に策定

した地域医療構想を通じて、個別に具現化していくこととし、令和５年度計画では、以

下の視点のもと、地域医療構想策定以降、個々の状況に応じて、スムーズにそして臨機

応変に対応できるような礎を築き、全県の底力を昇華させる医療面での基本的な取組を

中心に実施する。 

(ｱ) 病床機能の連携・分化による良質で効率的な医療提供体制の確保 

医療ニーズが多様化する中、県民が必要とする各医療局面において、適切な医療

が提供できるよう、また、急性期から在宅医療に至るまで一連の医療サービスが切

れ目なく提供できるよう、医療機関相互の機能分担やＩＣＴ（情報通信技術）の活

用などによる連携を進めるとともに、病床機能転換推進事業を活用するなど、限ら

れた医療資源を有効に活用し、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制を確保

する。 

(ｲ) 在宅医療体制の充実・強化 

今後の高齢者及び要介護高齢者の増加に対応するため、在宅医療を担う医療機関

の連携及び在宅医療機関と介護事業者の連携体制を構築する。また、質の高い在宅

医療サービスを提供するため、多職種の連携体制の強化や在宅医療を担う医師、歯

科医師、薬剤師、看護師等の資質向上を図るなど、質・量の両面から、在宅医療体

制の充実・強化を図る。 

(ｳ) 医療人材の確保・養成 

これらの医療提供体制の確保・強化のためには、それらを支える医療人材の確保

が必要である。 

このことから、医師については、量的確保、地域・診療科偏在への対応、看護職

員については、養成力強化、資質向上、離職防止・再就業支援などにより、確保に

努めるとともに、限られた医療資源の中にあっても、より高度でより幅広いサービ

スを提供できるよう、他の職種も活用したチーム医療の推進などに取り組む。加え

て、医療機関の勤務環境改善を通じて働きやすい職場環境を提供するなど、多方面
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から医療従事者の確保・養成を図る。 

 

  【介護における取組】 

    団塊の世代が、全て後期高齢者となる2025年の介護ニーズや「一億総活躍社会の実

現に向けた介護離職ゼロ」に対応できるよう、それまでの間の高齢化の進展にも機敏に

対応しながら、様々な主体による多様な介護基盤の整備を積極的に進め、高齢者やその

家族、これから高齢期を迎える県民が、介護への不安を感じることなく、生き生きと暮

らすことのできる社会の実現を目指す。 

 

   (ｱ) 介護施設等の整備 

     地域包括ケアシステムの構築に向けて、兵庫県老人福祉計画（第７期介護保険事

業支援計画）等において予定している地域密着型サービス施設等を整備する。 

     特に、特別養護老人ホームについては、令和2年度までに待機者を解消するため、

令和7年度までの整備予定を前倒しする。 

 

(ｲ)介護従事者の確保及び介護サービスの充実 

①人材の確保及び資質の向上 

福祉・介護人材確保の中核となる県福祉人材センターの機能強化を図るとともに、

行政関係者、福祉関係団体、労働関係機関、行政関係者等で構成する「福祉人材確保

推進協議会」において、政策内容や効果について検証を行い、人材確保対策を推進す

る。 

 

②介護サービスの充実強化 

介護が必要な高齢者を支える基礎となる介護サービスについて、後期高齢者の急激

な増加に伴う介護ニーズの増加に対応できるよう、市町が計画する在宅や施設での介

護サービス充実の方向性を踏まえて、定期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多

機能型居宅介護等について、計画的にサービス基盤を整備する。 

 

③高齢者を地域で支える仕組みづくり 

地域包括ケアシステムの中核的な機関として、地域総合支援センター（地域包括支

援センター）の機能強化や地域ケア会議の充実を図るとともに、住民が主体となった

多様な介護予防・生活支援サービスを推進する。 

 

④医療と介護の連携強化 

在宅医療従事者を養成するとともに、医療従事者と介護従事者の連携が各地域で円

滑に行われるよう、県医師会等の医療関係団体や介護関係団体と連携し、広域的な視

点から市町の取組を支援する。 
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⑤認知症施策の総合推進 

「認知症になっても安心して暮らせるまちへ」を目標に、「認知症予防の推進」、「認

知症医療体制の充実」「認知症地域連携体制の強化」「認知症ケア人材の育成」「若年

性認知症対策の推進」の５本柱により認知症施策を総合的に推進する。 

 

⑥高齢者の住環境の整備 

高齢者が安心して住まいを選択できるよう、賃貸住宅の情報提供や高齢者向け県営

住宅の提供、サービス付き高齢者向け住宅への適切な指導を行う。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

本県においては、２次医療圏域と老人福祉圏域が同じであることから、医療及び介護の

総合的な確保の促進を図るべき区域は、各２次医療圏域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

区 域 構  成  市  町 

神 戸 神戸市 

阪

神 

阪神南 尼崎市、西宮市、芦屋市 

阪神北 伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町 

東播磨 明石市、加古川市、高砂市、稲美町、播磨町 

北播磨 西脇市、三木市、小野市、加西市、加東市、多可町 

播
磨
姫
路 

中播磨 姫路市、市川町、福崎町、神河町 

西播磨 相生市、赤穂市、宍粟市、たつの市、太子町、上郡町、佐用町 

但 馬 豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町 

丹 波 篠山市、丹波市 

淡 路 洲本市、南あわじ市、淡路市 
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新温泉町
香美町

豊岡市

養父市

朝来市

宍粟市

佐用町

上郡町

赤穂市

相生市

たつの市

姫路市

姫路市

太子町

福崎町

市川町

神河町

多可町

西脇市

加東市

三田市

明石市

丹波市

小野市

加西市

加古川市

神戸市

三木市

川西市

宝塚市

伊丹市

尼崎市

西宮市

淡路市

洲本市

南あわじ市

猪名川町

播磨町

篠山市

高砂市

芦屋市

稲美町

但馬医療介護総合確保区域

阪神医療介護総合確保区域

神戸医療介護総合確保区域

東播磨医療介護総合確保区域

北播磨医療介護総合確保区域

丹波医療介護総合確保区域

淡路医療介護総合確保区域

播磨姫路医療介護総合確保区域
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(3) 計画の目標の設定等 

ア 兵庫県全体 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

平成28年度の地域医療構想の策定を通じて、２次医療圏域ごとの医療・介護ニー

ズや医療・介護資源に関する現状把握、将来予測等を行うこととしている。 

このことから、令和５年度においては、兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進

方策の達成を計画の中期目標として定め、目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

    ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

     兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や医療提供体制改革、県

立病院等の統合再編事業等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

 

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 6,335 5,901 434 

急性期 21,485 18,257 3,228 

回復期 8,700 16,532 △7,832 

慢性期 12,718 11,765 953 

    

    ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     兵庫県においては、在宅医療提供体制の整備事業を図る一つの指標である在宅看取

り率は全国平均を上回っている。今後の在宅医療ニーズの増加を踏まえ、兵庫県保健

医療計画で掲げる在宅看取り率の目標値を達成できるよう、各地域での取組みを推進

する。 

    

   ＜定量的目標＞ 

区分 現状 目標 

在宅看取り率 33.7%(2020年) 29.4(2023年) 

在宅療養支援病院・診療所数 1,061箇所(2023年) 1,186箇所(2023年) 

在宅領域に勤務する看護職員数 5,782人(2022年) 8,609人(2025年) 

在宅療養歯科診療所数 446箇所(2020年) 505箇所(2023年) 

在宅患者訪問薬剤管理指導料の届出薬局数 2,528箇所(2022年) 2,700箇所(2025年) 

    

③医療従事者の確保に関する目標 

         医師の供給状況を図る一つの指標である人口 10 万人あたり医師数は、全国平均を

上回っている。2012年に全国平均となったが、今後も全国平均並みは最低限確保する
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とともに、地域偏在の解消に向けた取組みを推進する。 

     また、看護職員数は、兵庫県保健医療計画に掲げる目標と乖離があるため、保健医

療計画で掲げる目標値を達成できるよう取組みを推進する。 

 

＜定量的目標＞ 

区分 現状 目標 

医師数（※） 3,296人(2020年) 3,469人(2024年) 

へき地等勤務医師の派遣者数 131人(2022年) 162人(2024年) 

県内医師数 14,540人(2020年) 15,598(2024年) 

新生児担当医師数の維持・確保 65人(2022年) 65人以上(2024年) 

産科、産婦人科、婦人科、小児科医

療施設従事医者数 
1,358人(2018年) 1,383人(2024年) 

看護職員数 62,972人(2022年) 63,937人(2023年) 

常勤看護職員離職率 

※全国平均まで低下 

12.8% 

(2021年 兵庫県) 

11.6% 

(2021年 全国平均) 

歯科衛生士数 6,841人(2022年） 8,700人(2024年) 

   ※医師偏在指標上、医師多数区域に該当しない二次医療圏（北播磨・播磨姫路・但馬・

丹波・淡路の５圏域） 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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イ 神戸区域 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

    ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

     県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

      

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 2,158 2,074 84 

急性期 6,465 5,910 555 

回復期 2,657 5,032 △2,375 

慢性期 2,492 2,631 △139 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     神戸区域では、在宅看取り率が 34.5%と全県平均を上回っている。全県平均で全国

平均以上を維持できるよう、区域での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

     ③医療従事者の確保に関する目標 

      神戸区域における人口 10 万人あたり医師数は、329.3 人(2020 年)であり、全県平

均を上回っている。全県平均で全国平均並みを確保できるよう、区域での取組みを推

進する。 

     神戸区域における看護職員数は、19,157.6人（2022年）であり、前回調査（2020年）

に比べ増加している。引き続き、看護職員数の増加を図るとともに、保健医療計画で

掲げる県全体の目標値である63,937人(2023年)の確保に向けて、区域での取組みを推

進する。 

      その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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ウ 阪神区域（旧阪神南区域） 

※地域医療構想の推進は、旧２次医療圏域毎に把握・評価しているため、旧２次医療圏域の 

 目標を掲げる。 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

     兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標とす

る。 

 

    ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

     県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

    

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 2,371 1,279 1,092 

急性期 2,753 3,468 △715 

回復期 1,374 2,859 △1,485 

慢性期 2,175 1,664 511 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     阪神区域（旧阪神南区域）では、在宅看取り率が35.0%と全県平均を上回っている。

全県平均で全国平均以上を維持できるよう、区域での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

    ③医療従事者の確保に関する目標 

    阪神区域（旧阪神南区域）における人口10万人あたり医師数は、306.3人(2020年)

であり、全県平均を上回っている。全県平均で全国平均並みを確保できるよう、区域

での取組みを推進する。 

     阪神区域（旧阪神南区域）における看護職員数は、10,327.4 人（2022 年）であり、

前回調査（2020年）に比べ減少している。引き続き、看護職員数の増加を図るととも

に、保健医療計画で掲げる県全体の目標値である63,937人(2023年)の確保に向けて、

区域での取組みを推進する。 

       その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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エ 阪神区域（旧阪神北区域） 

※地域医療構想の推進は、旧２次医療圏域毎に把握・評価しているため、旧２次医療圏域の 

 目標を掲げる。 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

     兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

       ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

     県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

      

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 178 497 △319 

急性期 2,688 1,890 798 

回復期 957 1,718 △761 

慢性期 2,476 2,465 11 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     阪神区域（旧阪神北区域）では、在宅看取り率が34.0%と全県平均を上回っている。

引き続き、全県平均で全国平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

     ③医療従事者の確保に関する目標 

     阪神区域（旧阪神北区域）における人口10万人あたり医師数は、205.1人(2020年)

であり、前回調査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。引

き続き、医師数の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよう、

区域内での取組みを推進する。 

      阪神区域（旧阪神北区域）における看護職員数は、7,079.7 人（2022 年）であり、

前回調査（2020年）に比べ減少している。引き続き、看護職員数の増加を図るととも

に、保健医療計画で掲げる県全体の目標値である63,937人(2023年)の確保に向けて、

区域での取組みを推進する。 

       その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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オ 東播磨区域 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

       ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

     県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

      

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞ 

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 418 730 △312 

急性期 3,249 2,229 1,020 

回復期 911 2,115 △1,204 

慢性期 1,291 1,380 △89 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     東播磨区域では、在宅看取り率が 35.6%と全県平均を上回っている。全県平均で全

国平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

    ③医療従事者の確保に関する目標 

     東播磨区域における人口 10 万人あたり医師数は、219.3 人(2020 年)であり、前回

調査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。引き続き、医師

数の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよう、区域内での

取組みを推進する。 

     東播磨区域における看護職員数は、7,880.2人（2022年）であり、前回調査（2020

年）に比べ増加している。引き続き、看護職員数の増加を図るとともに、保健医療計

画で掲げる県全体の目標値である 63,937 人(2023 年)の確保に向けて、区域での取組

みを推進する。 

      その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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カ 北播磨区域 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

    ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

      県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICTの活用や

医療提供体制改革等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

       

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 48 234 △186 

急性期 1,340 988 352 

回復期 633 889 △256 

慢性期 1,385 1,257 128 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     北播磨区域では、在宅看取り率が 30.3%と全県平均を下回っている。全県平均で全

国平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

     ③医療従事者の確保に関する目標 

      北播磨区域における人口 10 万人あたり医師数は、248.7 人(2020 年)であり、前回

調査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。引き続き、医師

数の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよう、区域内での

取組みを推進する。 

 北播磨区域における看護職員数は、3,505.9人（2022年）であり、前回調査（2020

年）に比べ減少している。引き続き、看護職員数の増加を図るとともに、保健医療計

画で掲げる県全体の目標値である 63,937 人(2023 年)の確保に向けて、区域での取組

みを推進する。 

       その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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キ 播磨姫路区域（旧中播磨区域） 

※地域医療構想の推進は、旧２次医療圏域毎に把握・評価しているため、旧２次医療圏域の 

  目標を掲げる。 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

   ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

    県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革、県立病院等の統合再編事業等を通じて、全区域での機能分化・連

携の取組みを推進する。 

      

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 982 658 324 

急性期 2,158 1,959 199 

回復期 964 1,901 △937 

慢性期 945 752 193 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     播磨姫路区域（旧中播磨区域）では、在宅看取り率が 33.6%と全県平均を下回って

いる。全県平均で全国平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

③医療従事者の確保に関する目標 

      播磨姫路区域（旧中播磨区域）における人口10万人あたり医師数は、233.2人(2020

年)であり、前回調査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。

引き続き、医師数の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよ

う、区域内での取組みを推進する。 

      播磨姫路区域（旧中播磨区域）における看護職員数は、7,299.8人（2022年）であ

り、前回調査（2020年）に比べ増加している。引き続き、看護職員数の増加を図ると

ともに、保健医療計画で掲げる県全体の目標値である 63,937 人(2023 年)の確保に向

けて、区域での取組みを推進する。 

       その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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ク 播磨姫路区域（旧西播磨区域） 

※地域医療構想の推進は、旧２次医療圏域毎に把握・評価しているため、旧２次医療圏域の 

 目標を掲げる。 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

    ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

     県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

    

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 65 145 △80 

急性期 1,131 708 423 

回復期 569 900 △331 

慢性期 602 468 134 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     播磨姫路区域（旧西播磨区域）では、在宅看取り率が 28.1%と全県平均を下回って

いる。全県平均で全国平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

③医療従事者の確保に関する目標 

      播磨姫路区域（旧西播磨区域）における人口10万人あたり医師数は、172.3人(2020

年)であり、前回調査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。

引き続き、医師数の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよ

う、区域内での取組みを推進する。 

      播磨姫路区域（旧西播磨区域）における看護職員数は、2,586.5人（2022年）であ

り、前回調査（2020年）に比べ減少している。引き続き、看護職員数の増加を図ると

ともに、保健医療計画で掲げる県全体の目標値である 63,937 人(2023 年)の確保に向

けて、区域での取組みを推進する。 

     その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 

 



 

16 
 

ケ 但馬区域 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

     ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

      県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革、県立病院等の統合再編事業等を通じて、全区域での機能分化・連

携の取組みを推進する。 

    

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞ 

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 24 133 △109 

急性期 699 541 158 

回復期 290 476 △186 

慢性期 180 250 △70 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     但馬区域では、在宅看取り率が 38.0%と全県平均を大きく上回っている。全県平均

で全国平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

     ③医療従事者の確保に関する目標 

     但馬区域における人口 10 万人あたり医師数は、225.3 人(2020 年)であり、前回調

査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。引き続き、医師数

の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよう、区域内での取

組みを推進する。 

      但馬区域における看護職員数は、2,097.7人（2022年）であり、前回調査（2020年）

に比べ減少している。引き続き、看護職員数の増加を図るとともに、保健医療計画で

掲げる県全体の目標値である 63,937 人(2023 年)の確保に向けて、区域での取組みを

推進する。 

      その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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コ 丹波区域 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

 

     ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

      県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革、県立病院等の統合再編事業等を通じて、全区域での機能分化・連

携の取組みを推進する。 

     

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 6 52 △46 

急性期 496 236 260 

回復期 88 204 △116 

慢性期 433 339 94 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     丹波区域では、在宅看取り率が 24.1%と全県平均を下回っている。全県平均で全国

平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

   ③医療従事者の確保に関する目標 

      丹波区域における人口 10 万人あたり医師数は、204.8 人(2020 年)であり、前回調

査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。引き続き、医師数

の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよう、区域内での取

組みを推進する。 

      丹波区域における看護職員数は、1,232.9人（2022年）であり、前回調査（2020年）

に比べ増加している。引き続き、看護職員数の増加を図るとともに、保健医療計画で

掲げる県全体の目標値である 63,937 人(2023 年)の確保に向けて、区域での取組みを

推進する。 

       その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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サ 淡路区域 

【医療における目標】 

(ｱ) 目標 

兵庫県保健医療計画で掲げる目標・推進方策の達成を計画の中期目標として定め、

そのうえで、令和５年度については、その目標達成に向けた各事業の実施を目標と

する。 

      

     ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

     県全体の目標と同様、兵庫県地域医療構想での需給見通しを踏まえ、ICT の活用や

医療提供体制改革等を通じて、全区域での機能分化・連携の取組みを推進する。 

      

＜地域医療構想で記載する2025年の医療機能毎の必要病床数＞     

 （単位：床） 

機能区分 2021年（現状） 2025 年(必要病床数） 差引（△：不足） 

高度急性期 85 99 △14 

急性期 506 328 178 

回復期 257 438 △181 

慢性期 739 559 180 

 

      ②居宅等における医療の提供に関する目標 

     淡路区域では、在宅看取り率が 29.2%と全県平均を下回っている。全県平均で全国

平均以上を維持できるよう、区域内での取組みを推進する。 

その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

     ③医療従事者の確保に関する目標 

     淡路区域における人口 10 万人あたり医師数は、249.7 人(2020 年)であり、前回調

査(2018年)に比べ増加しているものの、全県平均を下回っている。引き続き、医師数

の増加を図るとともに、全県平均で、全国平均並みを確保できるよう、区域内での取

組みを推進する。 

      淡路区域における看護職員数は、1,803.9人（2022年）であり、前回調査（2020年）

に比べ増加している。引き続き、看護職員数の増加を図るとともに、保健医療計画で

掲げる県全体の目標値である 63,937 人(2023 年)の確保に向けて、区域での取組みを

推進する。 

       その他の目標については、兵庫県全体の目標と同じ。 

 

【計画期間】 

   令和５年４月１日～令和６年３月31日 
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２ 事業の評価方法 

（１）関係者からの意見聴取の方法 

  【医療における意見聴取】 

令和４年4月中旬 

 

令和４年4月中旬 

 

令和４年５月31日 

 

令和４年6月30日まで 

 

令和４年7月中旬～8月中旬 

 

令和４年8月31日まで 

 

令和４年8月31日 

令和４年8月30日 

令和４年8月31日 

令和４年9月25日 

令和４年9月16日 

令和４年11月21日 

令和４年12月13日 

令和５年2月15日 

令和５年2月16日 

令和５年3月15日 

 

令和５年3月24日 

各圏域地域医療調整会議担当者に対する令和５年度に向

けた事業提案方法等説明 

令和５年度事業提案方法についての関係団体への事前説

明 

令和５年度事業提案の募集通知（関係団体、大学及び公的

医療機関等60、市町関係課41、県ホームページ） 

関係団体等から地域医療構想会議への事業提案提出（地域

事業） 

各圏域（10圏域）において地域医療構想会議の場において、

関係団体等と地域事業の協議 

地域医療構想調整会議から県医務課への地域事業提案の

提出（地域事業） 

県看護協会との令和５年度事業案にかかる意見交換 

県歯科医師会定例会において令和５度歯科医師会関係 

各関係団体等から全県事業提案の受領（全県事業）各関係

兵庫県医療審議会において基金事業について意見交換 

県医師会との令和５年度事業案にかかる意見交換 

県医師会との令和５年度事業案にかかる意見交換 

県看護協会との令和５年度事業案にかかる意見交換 

県医師会との令和５度事業案にかかる意見交換 

県看護協会との令和５年度事業案にかかる意見交換 

県歯科医師会定例会において令和５年度歯科医師会関係

予算措置状況等の説明 

県医療審議会において令和５年度基金事業を承認 

 

（２）事後評価の方法 

令和５年度終了後、各事業の実施状況を把握するとともに、事業の実施にあたっての

課題の抽出等を行い、必要に応じて県内医療関係者及び介護関係者の意見も聴きながら、

目標の達成に向けた事業の見直しを行うなど、翌年度以降の計画の実効性を高める。 

 

３ 計画に基づき実施する事業 

（１）事業の内容等  

   次頁以降記載 
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令和５年度地域医療介護総合確保基金(医療分)個別事業調書 
 ＜事業区分Ⅰ-1用＞ 
(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設

又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
1 

事業名 No 01 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

130,779千円 
ＩＣＴを利用した循環器医療ネットワーク構築事

業 
事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の死亡原因のうち、循環器病は上位〈２位：心疾患(15.4%)、４位：脳血管疾

患(6.6%)（令和３年人口動態統計）〉を占めており、発症から数分～数時間で命を

落とす疾患であることから、循環器病患者に対し、早急に適切な治療を行うこと

ができる体制を構築する必要がある。 

 アウトカム

指標 
死亡率(10万人対) 
（R4：心疾患179.2人、脳血管疾患76.8人（2021値）→R6：減少） 

事業の内容 関係医療機関に、遠隔にて患者の画像データ等をリアムタイムで共有できるコミ

ュニケーションアプリを導入する。 
【システムの概要】 
・患者情報を院内のみならず、院外に専門医がいる場合でも共有が可能 
・事前の情報共有により救急搬送の効率化、病着時の迅速な対応が可能 
・広大な面積を有する本県において、へき地医療機関と大学病院等を繋ぐことに

より、各圏域における高度な急性期医療の均てん化が可能 

アウトプット指標 循環器医療連携ネットワークの導入医療機関数 22施設 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

各医療機関へのネットワーク導入により循環器病患者の発症～治療に要する時間

の短縮を図り、後遺症を含めた予後の改善及び死亡率減少に繋げる。 
地域医療構想の関係性及

びスケジュール（注１） 

「兵庫県地域医療構想 ①病床の機能分化・連携の推進」の具体的施策として本県

医療計画P118に記載している「ICTによる病院間連携」に合致。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

130､779  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

33,648  
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

82,250 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

41,126 

民 (千円) 

48,602  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

123,376 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

  7,403  

備考（注４）  
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事業の区分 Ⅰ-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設

又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 
5 

事業名 No 02 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,682,119千円 病床機能転換推進事業・医療機関再編統合等支援事業 
事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療資源を有効に活用し、医療機能の分化・連携を推進するため、医療機関の病

床機能転換に伴う施設・設備整備を支援していくとともに、病院の統合再編を進

める必要がある。 

 アウトカム

指標 
アウトカム指標：必要整備量に対するR5年度基金での整備予定病床数 

 （整備予定病床数）／（R3年度病床機能報告－病床の必要量） 

 高度急性期(※)： 222床／    585床（6,486床－5,901床） 

 急性期：    △1,160床／  4,607床（22,864床－18,257床） 

 回復期：    1,813床／ △7,220床（9,312床－16,532床） 

 慢性期：      △341床／  1,362床（13,127床－11,765床） 

※高度急性期については、必要病床数に対し県全域で 585 床過剰であるが、必要

病床数に対し病床数が不足する圏域がある（5圏域：△667床） 

事業の内容 地域医療構想の実現に向け、将来過剰とされる病床から不足とされる病床機能へ

の転換を促進するために必要な施設整備費又は設備整備費を支援する。また、病

床機能の分化・連携の推進を図るために、病院の再編統合等による病院整備等に

ついても支援する。 

アウトプット指標 整備を行う機能毎の病床数：（高度急性期222床、回復期1,813床） 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

2025年の病床の必要量に対して不足している回復期病床及び高度急性期病床への

機能転換が推進される。 
地域医療構想の関係性及

びスケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,682,119 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

482,628 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

965,257 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

482,629 

民 (千円) 

482,629 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,447,886 

うち受託事業等（再

掲）（注３） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

234,233 

備考（注４）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っ

ている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅰ-1地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設

又は設備の整備に関する事業 
標準事業例 ５ 

事業名 No 03 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,127千円 地域医療構想推進体制強化事業 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 各地域にふさわしい医療提供体制を構築し、医療機能の分化・連携を推進するた

めには、地域の医療需要の将来設計や病床機能報告制度による情報等を活用・共有

し、地域医療構想調整会議の協議を活性化させる必要がある。 

 アウトカム

指標 
アウトカム指標：必要整備量に対するR5年度基金での整備予定病床数 

 （整備予定病床数）／（R3年度病床機能報告－病床の必要量） 

 高度急性期(※)： 222床／    585床（6,486床－5,901床） 

 急性期：    △1,160床／  4,607床（22,864床－18,257床） 

 回復期：    1,813床／ △7,220床（9,312床－16,532床） 

 慢性期：      △341床／  1,362床（13,127床－11,765床） 

※高度急性期については、必要病床数に対し県全域で 585 床過剰であるが、必要病

床数に対し病床数が不足する圏域がある（5圏域：△667床） 

事業の内容 ① 地域医療構想の促進支援 

  病床機能報告データの分析などを行うことで、地域医療構想調整会議の協議を

促進させる。 

② 県主催懇話会等の実施 

  地域医療構想調整会議の構成員に県の方向性・現況を周知し、圏域の協議を活

性化させるため、県主催の懇話会等を実施 
アウトプット指標 地域医療構想調整会議・懇話会等の開催回数：３４回 

県主催懇話会等の開催：２回 
アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療構想についての協議の活性化することにより、地域医療構想において将来

不足するとされる回復期病床及び高度急性期病床への機能転換が推進される。 
地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,127  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  (千円) 

3,042 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,084 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,043 

民 (千円) 

3,042 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,127 

うち受託事業等（再

掲）（注３） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

  0  

備考（注４）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っ

ている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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 ＜事業区分Ⅱ、Ⅳ、Ⅵ用＞ 
(1) 事業の内容等 
 

事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
7 

事業名 No 05 新規事業／継続事業 継続事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

32,150千円 在宅医療地域ネットワーク整備事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅で療養する高齢者等がいつでも必要なときに安心して適切な医療サービスを

利用できるよう、在宅医療後方支援体制及び多職種連携を推進する必要がある。 

 アウトカム

指標 
在宅療養支援病院・診療所数の向上 

   （R1：986箇所 ⇒ R5:1,185箇所（保健医療計画）） 

在宅看取り率の向上 

   （R1：28.2％ ⇒ R5：29.4％） 

事業の内容 ① 地域における在宅医療体制の充実を図るため、医師及び多職種間の連携を円

滑に進めるICTシステムの導入を支援する。 

② 主治医不在時でも当番医による看取りを可能とするため、死亡診断書の即時発

行や患者情報（ACP 情報等）を共有し、在宅看取りネットワークシステムの導入

を支援する。 
アウトプット指標 ① 在宅医療地域ネットワークの参加機関の増（＋９地区） 

② 医師連携による看取りネットワーク導入地区数（＋18地区） 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

当該システムを活用する郡市区、医師・多職種が増加することで、多職種連携ネ

ットワーク・在宅看取りネットワークの構築が促進され、在宅医療支援病院・診

療所の増加ならびに看取り率の向上につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

32,150  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

21,433 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,717 

民 (千円) 

21,433  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

32,150 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
8 

事業名 No 06 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,841千円 医療的ケア児医療提供体制確保事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療的ケア児が安心して在宅医療に移行できるよう必要時に医療機関に入院でき

る後方支援体制の構築を進めていく必要がある。 

 アウトカム

指標 
医療型短期入所事業所数 

（R4：21事業所 ⇒ R5:21事業所） 

事業の内容 医療的ニーズを有する重症心身障害児等が短期入所サービスを円滑に利用でき

るよう、輪番により常時２床を確保する。 
＜輪番の考え方＞ 
 年間を通じて、神戸・阪神圏域内の輪番病院で１床、東播磨・北播磨・中播磨

の輪番病院で１床を確保する。  
（重症心身障害者の状況） 

区 分 神戸・阪神 東・北・中

播磨 
その他 

重心児の割合 62.3% 29.2% 8.5% 

短期入所事業所 

（医療機関） 7 9 5 

今回確保する床 1 1 － 
 

アウトプット指標 医療型短期入所空床確保医療機関数 ４病院 
          （神戸・阪神：１病院、東・北・中播磨：３病院） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

事業の実施によって、関係機関の連携が進み、医療的ケア児に対するサービス向

上と各圏域や市町への拡がりに繋げる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,841 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

10,560 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,281 

民 (千円) 

10,560 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,841 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
9、10 

事業名 No 07 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

82,078千円 在宅医療充実強化事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 在宅医療の重要性の高まりが見込まれるなか、県下の郡市区医師会が中心にな

って組織している地域在宅医療推進協議会を核に、地域の課題解決のために取り

組む基盤の整備が必要である。 

 アウトカム

指標 
在宅療養支援病院・診療所数の向上 

   （R1：986箇所 ⇒ R5:1,185箇所（保健医療計画）） 

在宅看取り率の向上 

   （R1：28.2％ ⇒ R5：29.4％） 

事業の内容 ① 兵庫県在宅医療推進協議会事業（全県事業） 

・協議会（委員18名）及び関連委員会の開催 

・在宅医療の実施状況に関する調査の実施 

・在宅医療多職種連携フォーラムの開催 

・小児在宅医療推進にかかる委員会の開催と実践研修会の開催 

②  地域在宅医療推進協議会事業（地域事業） 

・在宅医療充実強化事業 

地域医療構想で掲げるように、今後、増加が見込まれる在宅医療需要に対応

するために、各圏域における在宅医療に関する課題を解決する実効性のある取

組みを支援する。（在宅医療の人材育成基盤を整備するための研修の実施、在

宅医療の実施に係る拠点の整備など） 
アウトプット指標 ① 在宅医療推進協議会の開催数：42回 

（県、41郡市区医師会全てで実施） 

② 充実強化事業の実施数：41事業 
（各41郡市区医師会で実施） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

各地域協議会の取組みを充実させ、情報共有を進めていくことで、より効果的に

取組みが実施でき、在宅医療支援病院・診療所の増加ならびに在宅看取り率の向

上につながる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

82,078 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

54,718 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

27,360 

民 (千円) 

54,718 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

82,078 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
10 

事業名 No 08 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,038千円 
脳性まひ等肢体不自由児者に係る医療従事者研修

事業 
事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県立障害児者リハビリテーションセンター 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

脳性まひ等の肢体不自由児者の在宅医療を進めるため、脳性まひ等に関する専門

的な知識を有し、適正なリハビリ等を行うことができる医療従事者を育成するな

ど、在宅医療体制を強化する必要がある。 

 アウトカム

指標 
アウトカム指標：在宅看取り率の向上 

   （R1：28.2％ ⇒ R5：29.4％） 

事業の内容 脳性まひ等肢体不自由児者に対する適正なリハビリテーション等を行うことがで

きる医療従事者を育成するため、訪問看護ステーション等に所属する看護師や療

法士（PT、OT、ST）等を対象とした研修会を開催する。 
アウトプット指標 研修会の開催：年２回 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

脳性まひ等肢体不自由児者に対し適正なリハビリテーション等を実施できる医療

従事者を育成することで、在宅医療体制が強化され、在宅看取り率の向上に繋が

る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,038 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,358 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

680 

民 (千円) 

1,358 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,038 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
10 

事業名 No 09 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,857千円 在宅医療における栄養食事管理体制整備事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県栄養士会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 在宅療養の重要性が高まる中で、①在宅療養者への栄養食事指導の有益性に対

する医師・医療従事者の理解度が低く、訪問栄養食事指導の実施率が低迷、②訪

問栄養食事指導を担う管理栄養士の育成が進んでいないことから、在宅医療にお

ける栄養食事管理体制の実態把握と課題整理、人材育成やモデル実施など対応策

の検討と実施が必要である。 

 アウトカム

指標 
訪問栄養食事指導を実施している診療所・病院数 

（R5:０箇所⇒R5年度末：2箇所⇒R8年度：40箇所） 

事業の内容 在宅療養者の健康・栄養状態を適切に保つための訪問栄養食事指導の実施を促

進するため、各圏域の栄養ケア・ステーションを核としたモデル実施及び人材育

成、多職種連携により、訪問栄養食事指導の定着を図る。 
アウトプット指標 多職種連携研修会参加者数：30名 

訪問栄養食事指導実践者育成コース参加者数：30名 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

モデル実施及び人材育成、多職種連携の促進により、訪問栄養食事指導の有益

性への理解が深まり、各圏域における訪問栄養食事指導を実施する診療所・病院

数の増加に繋げる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,857 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,238 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

619 

民 (千円) 

1,238  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,857 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

1,238 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
11 

事業名 No 10 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

990千円 口腔がん対策推進事業 
事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県歯科医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

誤嚥性肺炎などの全身疾患の予防、全身の健康状態の維持・向上のためには口腔ケア

が重要であり、その大切な器官である口腔をがんから守るための口腔がん対策を行う必

要がある。 

 アウトカム

指標 
５年相対生存率（口腔・咽頭）（限局） 

（R4：84.9％（2013値）→ R5：増加（2014値）） 

事業の内容 口腔がんは、かかりつけ歯科医師による定期的な歯科検診での視診、触診などを通じ

て早期発見が可能なことから、歯科医療従事者の資質向上等を目的とした研修を実施す

るとともに、県民に向けた口腔がんに関する知識や受診促進の普及啓発を実施する。 
アウトプット指標 研修会の開催：年９回 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

歯科医療従事者の資質向上等により口腔がんの早期発見、早期治療に繋げ、生存率の向

上を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

990  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

660 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

330 

民 (千円) 

660 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

990 

うち受託事業等（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
11 

事業名 No 11 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,131千円 後遺症対応かかりつけ医研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

コロナの流行により、国民にかかりつけ医の重要性が再認識され、地域で提供される

医療の充実や身近なところで必要な医療が受けられる等多様なニーズがかかりつけ

医に求められている。 
このような中、罹患後の一部の方で長引く症状（罹患後症状いわゆる後遺症）の治療

は、在宅における対症療法が中心となるが、治療方針等が不確定であり、診療に躊躇

する医療機関も少なくない。このことから、一人ひとりの症状や症状の程度に合わせ

た患者に寄り添った対応が求められる後遺症治療について、地域の多くの医療機関で

対応できるよう、かかりつけ医の資質向上を図り、在宅医療提供体制の充実強化を図

る。 

 アウトカム

指標 
アウトカム指標： 

後遺症診療可能とするかかりつけ医療機関数：R6年3月までに600ヵ所。 

HPにて公表可能な後遺症診療対応医療機関数の増加 

後遺症医療機関リストが掲載されている HP のアクセス件数の増加

（R5年3月以前との比較） 

事業の内容 県医師会と連携し、後遺症診療の実態把握を基に具体的な治療やフォローアップ

方法をまとめるとともに、医師をはじめとする地域医療関係者への研修会を開催

する。あわせて、県医師会との協議を定期的に実施し、啓発方法などの検討を行

い、後遺症治療に関する普及啓発を継続的に実施し、かかりつけ医の資質向上を

図る。 
アウトプット指標 ・医療機関から集めた症例について、ワーキンググループによる調査分析：３回 

・医療機関に勤務する医療従事者、行政・保健所関係者等に対しての研修会：１

回 
・県医師会との打ち合わせ：6回 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

研修会等を通して、後遺症診療の実態把握及び啓発資材の配布や啓発動画による

情報発信を行い、後遺症治療に対応できるかかりつけ医を幅広く確保する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,131 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,420 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

711 

民 (千円) 

1,420  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,131 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
12 

事業名 No 12 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

606千円 「まちの保健室」による健康づくり推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県看護協会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 在宅医療の充実が求められている中、地域包括ケアシステムの構築を推進して

いくため、暮らしの場における受け皿の体制として「まちの保健室」の専門機能

の強化並びに充実が必要。 

 アウトカム

指標 
在宅看取り率の向上 

R1：28.2％ ⇒ R5：29.4％ 

事業の内容 身近な健康相談の場となっている「まちの保健室」において、専門職等の研修

などを通じた在宅ケアや看取りなどの専門相談の充実を図る。また看護の視点に

とどまらず、生活の視点も含めた行政・医療機関等との連携体制機能を強化する。

これにより、医療・介護サービスの円滑な提供を促進する。 
① 医療及び介護連携を図るための専門職研修会の開催 

対象：看護師、保健師、理学療法士、栄養士等 
② 専門機能の強化にかかる「まちの保健室」のあり方検討会開催 

アウトプット指標 ・まちの保健室の開設：500箇所 

・研修会：全県1回、支部10回開催 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

「まちの保健室」の専門機能の強化を図り、在宅医療・介護体制の充実・強化を

すすめ、地域包括ケアシステムの構築を推進することにより、在宅での死亡割合

の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

606 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

404 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

202 

民 (千円) 

404 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

606 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
12 

事業名 No 13 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

152,872千円 在宅看護体制機能強化事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県看護協会、訪問看護ステーション 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 病院から在宅へと療養の場を移行する際の多様なニーズへ対応するため、訪問

看護ステーションの規模拡大支援や他機関・多職種連携強化を推進する必要があ

る。 

 アウトカム

指標 
在宅領域に勤務する看護職員数（実人員） 

（H30:4,896人 ⇒R7:13,914人） 

                (R5:11,336人） 

事業の内容 今後増加する看取りへの対応等、在宅移行時の多様な医療ニーズに対応するた

めの経費を支援 
① 小規模訪問看護ステーションから在宅看護の拠点となる機能強化型訪問看護

ステーションへの移行にかかる設備整備費等を支援 
② 訪問看護ステーションに従事する訪問看護師の特定行為研修受講を支援 
③ 機能強化型訪問看護ステーションが実施する小規模訪問看護ステーション等

の訪問看護師への教育を支援 
④ 病院と訪問看護ステーションの施設間連携や人的交流を支援 
⑤ 事業者の経営相談や訪問看護師の資質向上及び人材確保等の支援を一元的に

提供する拠点として、県看護協会内に訪問看護総合支援センターを設置し、体

制の充実強化を支援 
アウトプット指標 補助数：訪問看護ステーション10事業所 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

訪問看護ステーションの規模拡大・連携強化支援により、地域の在宅看護拠点を

整備することで、病院・診療所における訪問診療の促進につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

   152,872 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

50,957 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

25,479 

民 (千円) 

50,957 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

76,436 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

76,436 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
15 

事業名 No 14 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,068千円 精神障害者地域移行・地域定着支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 健康福祉事務所、精神保健福祉センター、相談支援事業所（県より委託） 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

精神障害者が必要に応じて適切な医療を受けながら、地域で生活を継続していく

ために、精神科医療機関と地域の関係機関との連携強化が必要である。 

 アウトカム

指標 
精神科病院長期入院者数の減少 

第６期障害福祉実施計画で定める目標値 令和５年度：5,199人 

事業の内容 精神科病院と地域との連携機能の強化を目指し、下記により、精神科病院の持つ

ノウハウ等を地域の関係機関と共有し、精神障害者の生きやすい環境づくりを進

める。 
１ 精神科病院と地域の関係機関が共同して、入院患者のニーズ把握、地域生活

に向けた意欲の向上、地域生活のためのスキルアップの向上を行う。 
２ 精神障害者支援のノウハウ（精神障害者対応のスキルアップ手法の伝達、質

の高い医療提供、地域連携機能強化システムの構築等）の共有のための研修等

の実施。 
アウトプット指標 ・精神科病院内におけるプログラムの実施（5病院） 

・研修会の実施（12回） 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

精神科病院内におけるプログラムや研修会を通じ、医療機関と地域の関係機関の

支援スキルの向上及び連携体制の強化を図る。そのことにより精神科病院での医

療の質の向上が推進され、長期入院者の減少が見込まれる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

4,068 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

394  
基 

金 

国（Ａ）  (千円) 

2,712 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

1,356 

民  (千円) 

2,318 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

4,068 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

2,318 
その他（Ｃ）  (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
15 

事業名 No 15 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,163千円 精神保健医療体制の構築事業 
事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

激しい精神症状を呈し医療保護入院・措置入院等となった患者について、本人との関

係構築、支援者間の連携や環境調整に時間を要し入院が長期化するとともに、退院後に

地域生活を継続できず再入院となる事案も多い 

また、これらの入院は本人の意思によらない強制入院であることから、人権に配慮し

た対応が必要である。入院患者が早期退院をするとともに、患者本人が退院後も地域で

安全安心な暮らしが出来るよう支援体制を整備するとともに、入院制度の厳密な運用を

図る必要がある。 

 アウトカム

指標 
支援対象患者のうち同事業による支援を終了し、通常の地域精神保健による支援への移

行者数 40人 

措置入院期間 60日医療保護入院者退院支援委員会への地域援助者の参加率の向上 

事業の内容 (1)精神障害者継続支援圏域コーディネーターの配置（各保健所に地域支援者との連絡調

整強化を目的とする） 
(2)精神障害者継続支援チーム体制の整備（入院中から支援を行い、早期に退院して安定

した地域生活につなぐための多職種からなるチームを各保健所に配置） 
(3)地域支援者対応力向上研修の実施（多職種連携のあり方等、技術支援の向上を図るた

めの研修） 
(4)措置入院者等継続支援協議会等の開催（措置入院を含めた複雑困難事例に対する支援

体制を検討するため各地域援助機関から構成される協議会。各保健所に設置） 
(5)措置入院者等支援委員会（措置入院にかかる対応や判断に苦慮する精神保健指定医や

指定医病院を支援する第三者委員会）              
アウトプット指標 精神障害者継続支援チームによる支援者数 全措置入院者／年 

地域支援者対応力向上研修 １回／年 
措置入院者等継続支援協議会等の開催 １回／年・各事務所 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

精神障害者継続支援チームの支援と合わせ、地域支援者対応力向上研修及び措置入院

者等継続支援協議会等の開催により、措置入院者の早期措置解除を行う。 
また、再入院等を防止することで、地域での安心安全な生活を確保し、同事業による

支援を終了し、通常の地域精神保健福祉支援体制への移行を図る事が可能となる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,163 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

16,108 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

16,108 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,055 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

24,163 

うち受託事業等（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
16 

事業名 No 16 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

29,650千円 在宅歯科医療推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県歯科医師会、神戸市歯科医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医療・介護サービスが供給

できるよう在宅歯科医療にかかる提供体制の強化が必要である。 

 アウトカム

指標 
在宅療養支援歯科診療所の増 

(R2:446箇所 → R5:505箇所程度) 

事業の内容 ＜全県事業＞ 
① 口腔機能調査の実施による在宅歯科医療提供体制の強化 
② 口腔ケアに関する多職種研修会 
③ 女性歯科医師復職に向けての研修会の開催 
④ 重篤在宅患者対応のための研修会の開催 
⑤ 訪問歯科診療歯科医師・歯科衛生士のための研修会の開催 
⑥ 歯科のない病院との医科歯科連携等 
⑦ 退院時の口腔機能評価の実施 
⑧ 介護職のための口腔機能チェックシートの作成 
＜地域事業＞ 
① 地域課題対応対策支援 

アウトプット指標 全県事業 口腔機能調査の実施：８圏域、研修の実施（30回） 

地域事業 口腔ケアチェックシートの活用：36郡市区 

地域包括ケアに関係する団体との連絡会又は症例検討会の開催：36回

（36郡市区） 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

全県事業として口腔機能調査を実施し、高齢者等の口腔環境等を調査することに

より、在宅歯科医療提供体制の現状及び課題を把握し、今後の在宅歯科医療提供

体制の充実を図る。併せて、在宅歯科医療に関わる多職種を対象とした研修を実

施し、従事者の資質向上を図っていく。また、地域事業としての、地域課題に応

じた会議や研修会等の支援を組み合わせることにより、在宅歯科医療を推進し、

在宅療養支援歯科診療所数の増加を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

29,650 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

19,766 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,884 

民 (千円) 

19,766 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

29,650 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
17 

事業名 No 17 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

697千円 精神障害者への歯科包括ケア体制整備事業 
事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県歯科医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

精神障害者の口腔内の状況は薬の影響による乾燥や障害の特性による口腔への意識

の低下、喫煙による歯周病の罹患等様々な課題があるが、通所施設においては経済的な

理由から歯科健診や歯科保健指導の費用の捻出が困難な場合が多く、歯科健診の実施率

が低い。また、施設での歯みがきやうがいなどの歯科保健対策を行っている施設も低く、

施設職員の意識向上が必要である。 

 アウトカム

指標 
精神障害者施設での歯科保健対策実施率 

R3：29.5% → R5：43.5% 

事業の内容 精神科病院、児童発達支援事業所や作業所などの施設職員が精神障害者の口腔内状況を把

握し、歯科診療所への受診勧奨を行うとともに、適切なセルフケアが行えるよう支援を行

う。 
（１） 精神障害者への歯科包括ケア体制の整備に向けた検討 
（２） 歯科専門職対象の研修会の開催(県歯科医師会へ委託) 

アウトプット指標 精神障害者の歯科包括ケア体制整備に向けた検討会議：３回開催 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

精神障害者への歯科包括ケア体制の整備に向けた検討や研修会を通じ、歯科専門職との連携

体制の強化を図ることにより、施設での歯科保健対策に取り組む施設数の増加を目指す。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

697  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

232 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

464 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

233 

民 (千円) 

232 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

697 

うち受託事業等（再掲）（注

２） 
(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

標準事業例 
22 

事業名 No 18 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,539千円 訪問薬剤管理指導推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県薬剤師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 在宅看取り率の向上に向け、入院から在宅医療に移行する患者へ対応するため、

患者居宅を訪問して薬剤の管理指導を行う薬局薬剤師の確保並びに多職種との連

携が必要である。 

 アウトカム

指標 
在宅患者訪問薬剤管理指導料の届出薬局数  

（R5年：2,533箇所 → R7年:2,700箇所） 

事業の内容  多職種と連携して訪問薬剤管理指導を行う薬局薬剤師を育成するため、医師、

ケアマネージャー、訪問看護師などを講師として、地域の薬剤師だけでなく、看

護師・栄養士等の在宅医療に関わる職種の参加を得て、在宅医療における実践的

な取組みやその課題解決のための研修会等を県下各地で開催する。 
アウトプット指標 ・多職種連携研修会の開催：10回 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

多職種と連携して訪問薬剤管理指導を実施することが出来る薬剤師が増加するこ

とで、在宅患者訪問薬剤管理指導実施薬局数の増加へと繋げる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,539  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

3,641 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,821 

民 (千円) 

3,641 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,462 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

77 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No 19 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,641千円 地域医療支援医師キャリア形成支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 神戸大学、兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 初期臨床研修終了医師等を対象に、キャリア形成を支援する体制を構築するこ

とで、県内における医師の量的確保を推進し地域偏在の解消を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 
医師確保対策重点推進圏域（※）の医師数 

（H30:3,160人 ⇒R5:3,324人） 
（※）医師偏在指標上、医師多数区域に該当しない二次医療圏（北播磨・播磨姫路・但馬・

丹波・淡路の５圏域） 

事業の内容 へき地等の医療機関で勤務を希望する医師を県職員として採用し、派遣するこ

とで、へき地における医師確保を推進する。 
また、大学や都市部高度医療機関での専門医・学位取得、研究活動がしにくい

へき地等勤務若手医師を支援（※）することで、へき地等医療機関での定着を促

進する。 
（※）① 専門医・学位取得サポート（専門医・学位取得に関する研修会の開催） 
   ② 研究活動支援（専門医・学位取得に向けた研究・論文作成・発表の一

連の研究活動の指導・助言） 
   ③ 研究ネットワーク構築支援（若手医師が連携して研究活動を実施でき

るようなネットワークの構築） 
アウトプット指標 地域医療支援医師県採用者数：４人 

専門医・学位取得に関する研修会の開催：１回 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

へき地等で勤務する医師を県職員として採用することで、医師不足地域での勤務

医師の確保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,641  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

7,094  
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,094 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,547 

民 (千円) 

  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,641 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
25 

事業名 No 20 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

124,325千円 地域医療人材資質向上事業 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 神戸大学、兵庫県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域医療機関に従事する医師・メディカルスタッフへの地域医療の特性に応じた技能向

上研修の実施及び離・退職した女性医師等を対象にした再就業支援の実施等により、地

域医療提供機能の強化を図る必要がある。 

 アウトカ

ム指標 
医師確保対策重点推進圏域（※）の医師数 

（H30:3,160人 ⇒R5:3,324人） 
（※）医師偏在指標上、医師多数区域に該当しない二次医療圏（北播磨・播磨姫路・但馬・丹波・

淡路の５圏域） 

事業の内容  地域医療機関に従事する医師・メディカルスタッフを対象に、神戸大学医学部附属地

域医療活性化センターを活用しながら、診療現場において想定される症例や求められる

技能に応じた各種研修を実施するとともに、女性医師等への再就業支援や医師の求人・

求職のマッチングを行うドクターバンクの利用者拡大支援により、安全で安心な地域医

療体制を構築する。 
アウトプット指標 ・医師を対象とした研修：17コース開催 

・メディカルスタッフを対象とした研修：15コース開催 

・臨床技能研修参加者数：延べ2,000人 
アウトカムとアウト

プットの関連 

地域医療機関に従事する医師・メディカルスタッフへの技能向上研修等を実施すること

で、地域医療提供機能の強化を図る。 
事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

124,325 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

77,990 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

82,216 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

 41,108 

民 (千円) 

4,226 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

123,324 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

1,001 

備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
標準事業例 

25 

事業名 No 21 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

188,500千円 地域医療機関医師派遣事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 神戸大学、兵庫医科大学、大阪医科大学、兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 へき地における深刻な医師不足を解消するため、医師不足が深刻な医療機関へ

医師を派遣し、地域医療提供機能の確保を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 
医師確保対策重点推進圏域（※）の医師数 

（H30:3,160人 ⇒R6:3,361人） 
（※）医師偏在指標上、医師多数区域に該当しない二次医療圏（北播磨・播磨姫路・但馬・

丹波・淡路の５圏域） 

事業の内容 医師不足が深刻な医療機関に対し、県医療審議会の調整により医師を派遣し、

地域偏在、診療科偏在の解消を図る。 

また、県からの寄附により各大学に特別講座を設置し、特別講座の教員が、拠点

となる医療機関において地域医療研究を行いながら診療現場に参画することで、

へき地での医療を確保する。 
アウトプット指標 ・医師派遣等推進事業派遣医師数：3.8人(常勤換算) 

・特別講座設置数：5講座 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

医師不足医療機関への医師の派遣及び特別講座の設置による診療現場への参画に

より、医師不足地域での勤務医師の確保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

188,500 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

125,666 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

125,666 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

62,834 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

188,500 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っ

ている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
標準事業例 

26 

事業名 No 22 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

192,496千円 へき地等勤務医師養成派遣事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 神戸大学、岡山大学、鳥取大学、兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県のへき地における深刻な医師不足を解消するため、へき地等勤務医師の養成

により医師不足地域における医療提供体制の確保を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 
へき地等勤務医師の派遣者数 

（R5.4：146人 ⇒ R6.4：162人） 

事業の内容 本県のへき地における深刻な医師不足を解消するため、卒後９年間、県が指定

する医療機関で勤務することを条件に、県で修学資金を貸与等してへき地等で勤

務する医師を養成し、卒後、医師確保が困難な医療機関へ派遣することで、へき

地での医療確保を図る。 

また、修学資金貸与者が卒後早期に戦力になれるよう学年進行に沿った体系的な

研修の実施やキャリア形成等に関する支援相談を実施し、将来にわたる計画的な

派遣体制を確保する。 
アウトプット指標 ・新規修学資金貸与者数：14人 

・地域枠卒業生に対するキャリア形成に対するキャリア形成プログラム参加医師

数の割合⇒100% 

・合同研修（セミナー等）：7コース開催 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

へき地等で勤務する医師の養成及び人材育成を行うことにより、医師不足地域で

の勤務医師の確保を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

192,496 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

128,330 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

128,330 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

64,166 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

192,496 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
標準事業例 

28 

事業名 No 23 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,400千円 産科医等確保支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

安心してお産できる産科医療体制の確保のため、産科医等の処遇改善によりその

確保を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 
産科・産婦人科医師数 

（H30：479人 ⇒R5：486人） 

事業の内容  過酷な勤務と訴訟の多さ等から敬遠され、医師不足が労働環境をさらに厳しく

する悪循環により、分娩の取扱いを休止・廃止する医療機関が相次いでいるため、

産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩手当等を支給する分娩施設

に対して財政的支援を行う。 
アウトプット指標 ・手当支給施設数：69機関 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

産科医等の処遇改善を図ることにより、減少傾向にある産科・産婦人科医師数の

維持を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,400 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

8,466 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

16,933 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,467 

民 (千円) 

8,467 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

25,400 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っ

ている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
 
  



（様式３：兵庫県） 

42 
 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No 24 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

500千円 周産期医療協力病院支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 安心してお産できる医療体制の確保には、周産期母子医療センターの整備の保

持、周産期母子医療センターを支持する協力病院の確保が不可欠である。小児科

を有し、24時間緊急帝王切開への対応を可能とする協力病院では、複数の当直可

能な産科医を確保する必要があるため、運営に必要な経費の一部を補助すること

によって、勤務する産科医等の処遇改善を図りその確保に繋げる必要がある。 

 アウトカム

指標 
産科・産婦人科・小児科医師数 

（H30：1,257人 ⇒ R5：1,274人） 

事業の内容 周産期医療提供体制を確保するため、兵庫県では小児科を有し、24時間緊急帝王

切開への対応を可能とするなど、比較的高度な周産期医療を提供する病院を、「兵

庫県地域周産期病院認定要領」に基づき「兵庫県地域周産期病院」と位置づけ、

独自に認定している。新規に認定した協力病院に対し、高度医療提供体制の前提

となる産科医確保・定着の一助となるよう、初期運営期間に必要な経費の補助を

行うとともに、協力病院の確保を含め、安心して妊娠・出産できる体制の検討を

進める。 
アウトプット指標 ・補助医療機関数：1箇所 

・県内協力病院数：18箇所（R4.11時点） 
 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

周産期母子医療センターと協力して２次的医療を行う協力病院について、新たに

認定した協力病院に経費補助を行い、勤務する医師の処遇改善及び定着促進を図

ることにより、兵庫県周産期医療システムにおける協力病院を確保し、１次から

３次までの切れ目ない周産期医療体制の構築を支援する産科医等の確保に繋げて

いく。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

500  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

166 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

167 

民 (千円) 

167 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

500 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No 25 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,325千円 周産期等医療人材育成事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県看護協会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 妊娠に至る背景が多様化する中、周産期及び小児期の医療・保健に係る課題に

取り組むため、人材育成研修を行いつつ、小児科、産科、婦人科、産婦人科医師

の確保を図ることが必要。 

 アウトカム

指標 
産科・産婦人科・小児科医師数 

（H30：1,257人 ⇒ R5：1,274人） 

事業の内容 ① 周産期及び小児期の医療・保健に係る研修会の開催 

産科、小児科等の医師やコメディカルを対象とした資質向上研修の実施。（テ

ーマ：思いがけない妊娠への支援について、新生児の聴覚障害及び検査について、

先天性代謝異常疾患の理解の理解と保健指導について 等） 

② 周産期及び小児期の医療・保健に係る人材が、安全・安心なサービス提供が

できるよう、専門家会議を開催し課題や支援方法の評価を行い、人材の育成・定

着を図る。 
アウトプット指標 ・専門家会議：5回開催  

・研修会：4回開催 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

医師や支援者への資質向上研修等を実施することで、対応力の向上を図りつつ、

周産期及び小児期における医療・保健課題について検討・協議する場を持つこと

により、医師の支援体制を充実させるとともに医師数の確保につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,325 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,242 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,550 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

775 

民 (千円) 

308 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,325 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No 26 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,500千円 新生児担当小児科医師確保支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

安心してお産できる産科医療体制を確保するため、周産期母子医療センター等で

勤務する新生児担当小児科医の確保を図ることが必要 

 アウトカム

指標 
新生児医療担当医師数の維持・確保 

現状 68人(H31)→目標 68人以上(R5) 

事業の内容 勤務環境が特に厳しい新生児医療担当医師の勤務条件を改善すること 

により継続的な維持・確保を図るため、新生児医療担当医師に対し手当を支給する医

療機関を支援する。 
アウトプット指標 手当支給施設 ７施設 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

新生児担当小児科医の処遇改善を図ることにより、周産期母子医療センター等で

の新生児担当小児科医の確保を図る 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,500 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,666 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

834 

民 (千円) 

1,666 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,500 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No 27 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,200千円 特定専門医研修資金貸与事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 医療機関等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 医師の地域偏在・診療科偏在については、長きにわたり課題として認識されな

がら、現在においても解消が図られていない。 

とりわけ、産婦人科・小児科については、特に医師不足が深刻な診療科であり、

政策医療（周産期医療、新生児医療、小児救急等）の観点からもその確保が急務

となっている。また、総合診療については、高齢化の進展に伴い、複数の疾病を

合併している患者が増加するなど、提供が求められる医療の多様化が見込まれる

中、地域医療の担い手として、急性期から終末期まで、多くの疾患や健康問題に

対応できる総合診療医の必要性が高まっている。 

 アウトカム

指標 
産科・産婦人科・小児科医師数 

（H30：1,257人 ⇒ R5：1,274人） 

事業の内容 産科・小児科の深刻な医師不足の解消、及びへき地等における地域医療の担い手の

確保を図るため、産科医・小児科医・総合診療医を目指す専攻医を対象に研修資金を

貸与し、専門医取得を支援するとともに、専門医取得後は地域医療機関に派遣する。 

・対 象 者：産科、小児科、総合診療の専門医取得を目指す専攻医 

・貸与期間：最長３年間 

・貸与金額：7,200千円（@200千円/月×12月×３年） 
アウトプット指標 研修資金貸与者数：８人 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

本事業の対象を専攻医とし、概ね３年後（地域枠によるへき地等勤務医師の養

成よりも短期間）の専門医取得に繋げることにより、比較的即効性の高い施策と

して、産科・小児科の深刻な医師不足の解消、及びへき地等における地域医療の担い

手としての総合診療医の確保に資する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,200 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

12,800  
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

12,800 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,400 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,200 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

 

  



（様式３：兵庫県） 

46 
 

事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No 28 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,325千円 周産期メンタルヘルス専門人材育成事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県産科婦人科学会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

妊産婦の自殺対策が再認識される中、妊娠早期からの周産期精神疾患のハイリス

ク者等の発見に関する重要課題に取り組むため、妊娠・出産等のライフサイクル

を支える小児科、産科、婦人科、産婦人科医師のための人材育成や研修を行うと

ともに、これらの医療従事者の人材確保が必要。 

 アウトカム

指標 
産科・産婦人科・小児科医師数 

（H30：1,257人 ⇒ R5：1,274人） 

事業の内容 産科と精神科相互のネットワークを構築するとともに、専門人材育成にかかる

課題と研修内容を検討するため協議会を開催。その協議事項を踏まえ、周産期の

メンタルヘルスケアの向上を図るために、医療従事者等を対象にした研修体制を

支援する。 

① 専門研修会の開催 

妊産婦のメンタルヘルスケア、医療機関の連携等 

② 周産期メンタルヘルス連携協議会開催 

    県産科婦人科学会、その他医療関係団体、学識経験者等により構成し、EPDS

を活用したスクリーニング、要支援者の早期把握等、課題を踏まえた効果的な研

修プログラムを検討する。 
アウトプット指標 協議会の検討を踏まえた研修会の回数：２回開催 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

協議会の検討を踏まえた研修会を実施することにより、産科等医療機関と精神科

の連携を進め、周産期医療に従事する医師の支援体制を充実させ、産科医師等の

確保につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,325 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

883 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

883 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

442 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,325 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
28 

事業名 No 29 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

750千円 がん検診医療従事者資質向上研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県医師会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

検査機器であるマンモグラフィがアナログからデジタルへ移行し技術も大きく

変化しているなど、これまでの知識では新しい技術に対応できないケースも出て

きており、読影医等の認定のためにデジタルマンモグラフィに関する最新の知識

及び撮影技術と読影力等の習得が必要となっている。 

 アウトカム

指標 
５年相対生存率（乳房）（限局：女性） 

（R4：99.0％（2013値）→ R5：増加（2014値）） 

事業の内容 乳がん検診に携わる医療従事者の資質向上等を目的に、乳がんに関する専門的

な最新知識の習得とともに、デジタルマンモグラフィを用いた実技研修を実施し、

県内の乳がん検診における体制整備を図る。 
アウトプット指標 研修会の開催：年２回 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

乳がん検診を行う医療従事者の資質向上等により乳がんの早期発見・早期治療に

繋げ、生存率の向上を図る。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

750 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

500 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

250 

民 (千円) 

 500  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

750 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 

Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 
標準事業例 

33 

事業名 No 30 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

634千円 離職歯科衛生士復職支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県歯科衛生士会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

歯科衛生士の確保のため、研修会の実施及び研修会や復職に向けた体験ワークの

内容等について検討 

 アウトカム

指標 
県内歯科衛生士数の確保 

R2：6,468人 ⇒R5：8,150人 

※衛生行政報告例（就業医療関係者）の概況参照（偶数年に調査） 

事業の内容 出産、育児等で離職している歯科衛生士を把握し、復職しやすいよう歯科保健、

医療現場の実際を学ぶ機会を設けることにより、再就職支援を行うとともに、歯

科医師の負担軽減に繋げる。 

【実施内容】 

① 歯科衛生士復職支援研修会等の開催 

② 歯科衛生士の復職支援検討会議の開催 
アウトプット指標 ①復職支援研修会等の開催回数：研修２回・実習１回 

②復職支援検討会議の開催回数：２回 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

歯科衛生士の復職支援の取組みを進め、歯科衛生士の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

634 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

422 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

212 

民 (千円) 

422  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

634 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っ

ている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
33 

事業名 No 31 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,484千円 歯科口腔保健における体制整備事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県歯科衛生士会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

オーラルフレイルや誤嚥性肺炎の予防への指導など、今後ますます加速する超高

齢社会において従来にも増して歯科衛生士の需要が高まり、活動の場が広がる中

で、地域の歯科保健課題に対応できる専門的な歯科衛生士の人材確保や市町にお

ける歯科保健体制の整備が必要。 

 アウトカム

指標 
登録歯科衛生士の確保 R4：784人 → R5：970人 

（参考：兵庫県歯科衛生士会の会員数：1,260人） 

事業の内容 地域歯科保健の様々な課題に対応するため、兵庫県歯科衛生士センターを設置し、

歯科衛生士未配置市町で積極的に歯科保健対策事業を行うための歯科衛生士を派遣

し、市町歯科口腔保健体制の整備を図る。 

（１）歯科衛生士未配置市町における歯科保健体制整備 
  ① 市町の要請に応じ、歯科衛生士センターを通じて歯科衛生士を派遣 
  ② 各市町歯科保健事業の企画・運営・評価にかかる支援 
（２）歯科保健体制整備に向けた歯科衛生士バンクの設置・機能体制の構築 

兵庫県歯科衛生士センターの運営・機能体制の強化 
① 調整員等の配置及び登録システムの整備 

   ② 歯科衛生士の登録、広報・周知活動 
      ③ 歯科衛生士バンク運営協議会の開催 

アウトプット指標 兵庫県歯科衛生士センター運営会議：２回開催 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

兵庫県歯科衛生士センターの運営体制を構築し、地域の課題に対応できる歯科衛生

士を確保する。また、市町の要請に応じて歯科衛生士を派遣し、市町歯科保健体

制を整備する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,484 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,322 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,162 

民 (千円) 

2,322 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,484 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
35 

事業名 No 32 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

80,168千円 新人看護職員卒後臨床研修事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県看護協会、医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度化・専門化・在宅医

療の推進に対応できる資質の高い看護職員の確保が必要。 

 アウトカム

指標 
新人看護職員離職率を全国平均まで減少（R5） 

(R2 兵庫県10.7％ 全国8.2％) 

事業の内容 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、各医療機関に

おける新人看護職員の研修の実施を支援するとともに、県下の新人看護職員がガ

イドラインに沿った研修を受講できるよう、新人看護職員卒後臨床研修の体制整

備を推進する。 

① 医療機関が実施する研修への支援 

② 新人看護職員卒後研修の充実に向けた取組 

・研修責任者研修、教育担当者向け実地指導者研修  

・多施設合同研修                       

・病院関係者等による協議会（運営会議）の開催 

施設間連携の活性化方策や研修内容の評価等の検討を行う。 
アウトプット指標 研修対象機関：94機関 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

新人看護職員を対象にした研修事業を実施することで、看護職員の早期離職防止

を図り、看護職員の確保につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

80,168 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

  
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

26,722 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,362 

民 (千円) 

26,722 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

40,084 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

40,084 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No 33 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

900千円 
マルチモビディティ患者へのリハビリテーション

研修支援 
事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県理学療法士会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢社会の進展に伴い、「マルチモビディティ」（複数の疾患を抱える）患者が増加

している。入院中の不活動によるフレイルの進行が ADL の低下を引き起こし、体調

を崩すことで退院直後の再入院が増加している。 
近年の研究で、マルチモビディティ患者への積極的なリハビリテーションが再入院

率を低下させることが報告されているが、人材の育成機会がほとんどなく、人材育成

が進んでいない。 
 アウトカム

指標 
アウトカム指標：研修受講者のべ人数90人 

 

事業の内容 在宅医療へのスムーズな移行と県内の入院病床の適正利用の推進を図るため、マルチ

モビディティ患者への積極的なリハビリテーションに取り組むリハビリ専門職の養成

研修支援を行う 
アウトプット指標 研修開催回数：３回 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

マルチモビディティ患者に特化した研修を開催することで、医療機関に勤務する

理学療法士のスキルアップに繋げる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

900 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

600 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

300 

民 (千円) 

600 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

900 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
36 

事業名 No 34 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

209,305千円 看護職員等養成力強化事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度化・専門化・在宅医

療の推進に対応できる資質の高い看護職員の確保が必要。 

 アウトカム

指標 
看護職員数の確保 

（H30：68,521人 ⇒R5：74,862人） 

事業の内容 養成所の教育内容の強化充実を行い、看護師等の養成力強化を図るため、養成

所の運営に要する経費の一部を支援する。 

【実施内容】 

看護師等養成所の運営に必要な教職員の給与や講師謝金、備品購入費及び実習委

託費等を補助する。 
アウトプット指標 支援課程数：９箇所 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

看護師等養成所の教育内容の強化充実により看護職への就業を促進し、県内看護

職員の確保につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

209,305 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

139,536 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

69,769 

民 (千円) 

139,536 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

209,305 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
38 

事業名 No 35 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,078千円 看護職員離職防止・確保対策事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県看護協会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度化・専門化・在宅医

療の推進に対応できる資質の高い看護職員の確保及び離職率を下げる必要があ

る。 

 アウトカム

指標 
常勤看護職員離職率を全国平均まで減少（R5） 

(R2兵庫県11.7 ％ 全国10.6％) 

事業の内容 看護職員の離職率が高く、その対策が急務であることから、看護職員がワーク

ライフバランスを保ちながら就業継続・定着できるよう、各般の対策を実施する。 

① 看護職員離職防止対策・確保検討会の実施                

② 地域別看護職員ネットワークづくり 

③ 看護職員潜在化防止対策                     

④ 全県ワーキング会議の実施                      

⑤ メンタルサポート相談員を配置、勤務環境改善促進員を派遣 
アウトプット指標 ・看護職員離職防止対策・確保検討会：３回 

・ネットワークづくり意見交換会：４回 
・ワーキング会議：20回、相談件数：210件 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

離職防止対策検討会の開催、相談事業の実施等により、看護職員の離職防止を図

り、看護職員の確保につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,078 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

16,718 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,360 

民 (千円) 

16,718 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

25,078 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っ

ている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
38 

事業名 No 36 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,975千円 看護職員地域合同就職説明会開催事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県看護協会、民間病院協会、市町 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度化・専門化・在宅

医療の推進に対応できる資質の高い看護職員の確保が必要。 

 アウトカム

指標 
看護職員数の確保 

（H30：68,521人 ⇒R5：74,862人） 

 

事業の内容 就職を決定する際に重視している要因として通勤距離があり、地域の特徴を生

かして地域内の医療機関・福祉施設等が合同で就職説明会を開催し、地元で継続

して働ける看護職員の雇用につなげるなど、地域における看護職員の確保・定着

を図る。 

【実施内容】 

① 企画運営会議の開催 

② 地域合同就職説明会の開催 

圏域内の医療機関・福祉施設・訪問看護ステーションなどの複数の施設が合同で

実施する。また、ハローワークおよび兵庫県ナースセンターと連携し、相談コー

ナーを設ける。 
アウトプット指標 合同説明会開催：５圏域 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域の病院等が合同で就職説明会を開催することで、看護職員が地元で継続して

働ける環境づくりを促進し、看護職員の確保・離職防止を推進する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,975 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,650 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,325 

民 (千円) 

6,650 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,975 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
38 

事業名 No 37 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,968千円 看護職員復職支援研修助成事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 医療機関、看護師等養成所 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

子育てや介護などにより、一旦離職し潜在看護職員となった場合、再就業するに

あたっては、ブランクによる不安を抱えていることが多いため、最新の看護の動

向や、必要に応じて静脈注射、吸引などの基礎技術の研修を提供し、再就業を支

援する必要がある。 

 アウトカム

指標 
看護職員数の確保 

（H30：68,521人 ⇒R5：74,862人） 

事業の内容 再就業しようとする看護職員が、病棟現場などを実際に実習体験できる地域の

医療機関が実施する復職支援研修を身近な施設で受けられるよう研修機会を拡大

し、復職者を増加させるため医療機関や看護師等養成所が実施する復職支援研修

を支援する。 

補助対象経費：人件費、必要物品、事務費、広報経費等 
アウトプット指標 実施機関数：30機関 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

医療機関が実施する復職支援研修により、復職希望者の再就業への機会拡大を図

り、看護職員の確保につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,968  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

9,978  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,990 

民 (千円) 

9,978 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,968 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

0  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
39 

事業名 No 38 新規事業／継続事業 新規 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,456千円 保健師キャリア支援センター運営事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県、兵庫県保健師キャリア支援センター運営協議会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

新型コロナウイルス感染症の対応により保健師の健康管理や感染拡大防止等の役

割が重視される中、量の確保とともに、県だけでなく、市町の保健師や、潜在保

健師等も含め、すべての保健師の健康危機対応能力の質の底上げが求められてい

る。 

 アウトカム

指標 
保健師数の確保 

（H30：1,759人 ⇒R5：1,818人） 

事業の内容 保健師資質の向上について、人材育成の拠点となる兵庫県保健師キャリアセン

ターを設置し、以下の事業を実施する 
(1)兵庫県保健師キャリア支援センター運営協議会会議の開催 
(2)保健師人材育成研修の実施 
(3)保健師及び地域保健に携わる者への調査研究 
(4) 保健師キャリア支援 

アウトプット指標 新任期保健師研修の受講率：100％ 
 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

新任期保健師に必要な知識等を習得させることで資質向上を図り、中長期的キャ

リア形成を図り保健師の質の向上及び確保につなげる 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,456 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

6,970 
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,970  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,486  

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,456 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
42 

事業名 No 39 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

151,914千円 看護職員確保対策総合施設整備事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 医療機関、看護師養成所等 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年の少子高齢化の進展や疾病構造の変化による医療の高度化・専門化・在宅医

療の推進に対応できる資質の高い看護職員の確保及び離職率を下げる必要があ

る。 

 アウトカム

指標 
常勤看護職員離職率を全国平均まで減少（R5） 

（R2兵庫県11.7 ％ 全国10.6％） 

事業の内容 看護師等養成所や医療機関等の施設・設備整備を支援することにより、県内看

護職員の離職防止・確保対策を総合的に推進する。 
① 看護師等養成所施設整備事業 
② 病院内保育所施設整備事業 
③ 看護師宿舎施設整備事業 
④ 看護師等勤務環境改善施設整備事業 

アウトプット指標 補助施設数：4箇所 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

看護師等養成所や医療機関等の施設・設備整備を支援することにより、県内看護

職員の離職防止・確保対策を総合的に推進する。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

151,914  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

50,638 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

25,319 

民 (千円) 

50,638 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

75,957 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

75,957 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
49 

事業名 No 40 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,228千円 
医療機関勤務環境改善推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

各医療機関における医師・看護師等の医療人材の確保に繋がるような勤務環境改

善の取組について、総合的な支援を行う必要がある。 

 アウトカム

指標 

「医師労働時間短縮計画」を策定の上、同計画に基づき労働時間の縮減等を行っ

た医療機関の数： 

R4（累計）：24施設 ⇒ R5（累計）：42施設 

事業の内容 医療機関による勤務務環境改善の自主的な取組を促進するため、関係機関によ

る連絡会議の開催や支援内容の紹介などを行う研修会を実施する。 

また、医療機関が行う勤務環境改善に向けた現状分析、改善計画の策定を支援す

る。 
アウトプット指標 研修会：研修参加者100人以上 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

研修会の開催等により各医療機関の勤務環境改善の促進を図り、医療人材の確保

に繋げる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,228 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,818 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,410 

民 (千円) 

  6,818 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,228 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っ

ている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
50 

事業名 No 41 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

451,709千円 病院内保育所運営費補助事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

子供を持つ医療従事者の育児環境の改善を図り、離職防止及び再就業を支援する

取組みが必要。 

 アウトカム

指標 
常勤看護職員離職率を全国平均まで減少（R5） 

（R2兵庫県11.7 ％ 全国10.6％） 

事業の内容 子を持つ医療従事者の離職防止及び再就業を促進するため、病院内保育所の設

置を促進し、病院内保育所の運営費の一部を助成する。 

・対象経費：病院内保育所の運営に必要な給与費、委託料（給与費に該当するも

の） 
アウトプット指標 対象医療機関数：100医療機関 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

病院内保育所の運営を助成することで、病院職員全体の離職防止を図り、質の高

い医療従事者の確保につなげる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

451,709  

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

200,759 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

100,380 

民 (千円) 

200,759  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

301,139 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

150,570  

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
52 

事業名 No 42 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

157,808千円 小児救急対応病院群輪番制運営費補助事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児救急医療従事者の負担軽減を図るため、輪番制の実施による医療機関等の運

営支援を行うことが必要。 

 アウトカム

指標 
兵庫県内の小児死亡10万人対比(15歳未満) 

（R2:17.39人→R5:17人未満） 

事業の内容 救急医療機関の後送医療体制を確保するため、小児の二次救急医療体制として、

二次医療圏に小児科医及び小児科専用病床を確保した病院による病院群輪番制を

実施し、小児救急医療の確保を図る。二次医療圏を単位とし、重症患者等を受け

入れる二次救急医療機関として必要な診療機能、小児科医、小児科専用病床を確

保する病院に対し、その体制確保に必要な経費を補助する。 

（参加病院） 

神戸6病院、阪神南7病院、阪神北4病院、東播磨3病院、北播磨2病院、中播

磨2病院、西播磨2病院、但馬1病院、丹波2病院、淡路1病院 
アウトプット指標 二次医療圏に小児科医及び小児科専用病床を確保した病院による病院群輪番制の

実施圏域：10圏域 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

休日・夜間での安定した小児科医・入院体制の確保により、小児科重症救急患者

に対する救急医療体制の充実が図られる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

157,808 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

70,300 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

35,150 

民 (千円) 

70,300 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

105,450 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

52,358 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
53 

事業名 No 43 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

115,055千円 小児救急医療相談窓口運営費 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

小児救急医療従事者の負担軽減を図るため、受診の要否、適切な医療機関等の相

談窓口の運営支援を行うことが必要である。 

 アウトカム

指標 
救急医療機関の負担減少 

（相談のみの対応：R2:44.2%→R5:45%） 

事業の内容 県下全域を対象として、小児科医師及び看護師が小児救急患者家族からの電話

相談を受け、受診の必要性や応急処置をアドバイスするとともに、小児救急医療

情報システムを活用し、症状に応じた適切な医療機関の紹介を行う相談体制を整

備する。 

【実施内容】 

① 県下全域を対象とした子ども医療電話相談（#8000相談窓口） 

② 地域における小児救急医療相談窓口の設置 

アウトプット指標 県内小児医療の相談件数（Ｒ２：55,748件→Ｒ５：56,000件） 
アウトカムとアウトプッ

トの関連 

1次・2次・3次救急医療機関への不要不急な受診減少により、限られた医療資源

の効果的な活用と小児医療体制の確保・充実が図られる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

115,055 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

65,493 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

32,747 

民 (千円) 

65,493 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

98,240 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

16,815 

備考（注３）  
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事業の区分 
Ⅵ 医療従事者の確保に関する事業 

標準事業例 
50 

事業名 No 44 新規事業／継続事業 継続 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

465,886千円 勤務医の働き方改革推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全県 

事業の実施主体 兵庫県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和６(2024)年４月から、医師の時間外労働規制の適用が開始されることを踏

まえ、地域医療提供体制の確保を図りつつ、医師の働き方改革を推進する必要が

ある。 

 アウトカム

指標 
「医師労働時間短縮計画」を策定の上、同計画に基づき労働時間の縮減等を行っ

た医療機関の数： 

R4（累計）：24施設 ⇒ R5（累計）：42施設 

事業の内容  地域医療確保暫定特例水準（Ｂ水準）相当の医療機関のうち、地域医療に特別

な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関について、医師の労働

時間短縮のための体制整備に関する支援を行う。 
１ 補助対象者 

地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記３の「２ 対象事業 （１）対

象医療機関」参照 
２ 補助対象経費 

地域医療介護総合確保基金管理運営要領の別記３の「３ 補助対象経費」参照 
３ 補助率及び補助基本額（上限額） 
  資産形成経費：１／２ 
 その他経費 ：１０／１０ 

アウトプット指標  補助対象医療機関数：18施設 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

 補助金交付に当たり、時短計画の策定を条件とすることにより、本事業の実施

が、医師の労働時間短縮に着実に繋がることが見込まれる。 
事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

465,886 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

24,226  
基 

金 

国（Ａ） (千円) 

310,590 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

155,296 

民 (千円) 

286,364  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

465,886 

うち受託事業等（再

掲）（注２） 
(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  

 

 


